
 　 組合員の皆様には平素より格別のご愛顧を賜り厚くお礼申し上げます。

  いたしましたので、ご高覧賜りたいと存じます。

  職域信用組合であり、設立以来身近な職場の金融機関として、安全かつ有利な金融サービスの提

　供と健全な経営基盤の充実・強化に努めております。

    今後とも、皆様のお役にたてるよう役職員一同業務に取り組んでまいりますので、より一層のご支
　援を賜りますようお願い申し上げます。
 　 

【2024年度経営環境・事業概況】

  ≪経営環境≫
　2024年10月1日に国会で第102代内閣総理大臣に指名された石破茂氏は直後に衆院を解散しましたが、

与党は衆院選で過半数を割り込み、石破内閣は当面は少数与党として困難な国会運営を余儀なくされ

ることとなりました。

　日本経済は、能登半島地震や一部自動車メーカーの生産・出荷停止等によりマイナス成長となった

前四半期の景気の踊り場を抜けて、2024年４～６月期の実質ＧＤＰは+0.8％となりました。その後も

24年春闘を受けた実質賃金の回復による個人消費の持ち直しや、デジタル化、脱炭素、サプライチェ

ーン強靭化、人手不足対応に向けた企業の設備投資やインバウンド需要の拡大によりプラス成長が続

きました。2025年１～３月期は食料品価格高騰による個人消費の一時伸び悩みや輸入の大幅増などに

より△0.7%（速報値）となりましたが、2024年度年間ではプラス成長の見込みです。

　2024年5月にマイナス金利解除を決定した日銀は、消費者物価指数の伸び率が概ね2％前後で推移す

る見通しとして、政策金利を2024年7月に0.25％、2025年1月に0.5％に引上げました。

　世界経済はインフレの鎮静化に伴う利下げ継続や実質所得の持ち直しを背景に堅調に推移していま

す。ただし、米国の短期的、直接的な利益を最優先にするトランプ政権の政策には、関税引き上げや

移民抑制策の強化等の成長抑制要因となる政策と、減税や規制緩和等の成長促進要因となる政策が混

在しており、双方が均衡すれば堅調な成長が続くことが想定されますが、米国が一段と保護主義化し

広範な関税が実施されれば、税率引上げ応酬を契機とした中国を始めとした各国経済成長率の抑制や

インフレによる利下げペースの鈍化、そのことが高じて再利上げを招く可能性も想定されます。さら

に米国の減税等や欧州の政治の不安定化からの経済活動の抑制による財政赤字拡大で米欧の長期金利

が急騰する恐れもあります。

  ≪事業概況≫

(1) 　保有株式の増配により有価証券収入が前期比＋26百万円と大きく増収となりました。

　預金利息などの資金調達費用は日銀の利上げにより同＋6百万円と増加しました。諸経費は物件費が

減価償却費の増などで同＋3百万円となりました。

　前期ほどではありませんでしたが、今期も新規の不良債権が発生し与信費用を9百万円計上しました。

　今期は期末の時価が簿価対比で著しく低下した有価証券は発生しませんでした。

　最終利益は同＋18百万円の47百万円となりました。

(2) 　預積金残高は、前期末比△3億56百万円の124億89百万円となりました。個人預金が減少しました。

(3) 　貸出金残高は、前期末比△75百万円の28億30百万円となりました。フリーローンの不振が響きました。

預貸率は同＋0.04％の22.66％となりました。

(4) 　支払準備資産の状況は、現金・預け金残高が前期末比△4億45百万円の44億34百万円となりました。

6億円の債券を購入しました。保有株式の評価益は2億8百万円増加の53億7百万円となりました。

支払準備資産の期末残高は、同△1億15百万円の164億14百万円となりました。

(5) 　組合員数は、毎日新聞社新入社員を含め79名の方の新規加入がありましたが、ＯＢの方を中心に180名

が退会し、差引△101名の4,942名と5千名の大台を割り込みました。

(6)   組合員の皆様には、周年記念配当2％を加えた年10％の出資配当を行うことにいたしました。

(7) 　金融機関経営の健全性を示す自己資本比率は、前期末比＋0.93％の18.40％となっており、国内基準の

4％を大幅に上回っております。

有価証券残高は同＋3億30百万円の119億80百万円となりました。今期の債券の満期償還は4億円でしたが、

 【ごあいさつ】

  この度、当組合の現況と経営内容をご理解いただくために、2025年のディスクロージャー誌を作成

  　毎日信用組合は、「毎日新聞グループ」の皆様の福利厚生の一翼を担うことを目的に設立された

　　　　　　　　　　　     2025年7月

　　     毎 日 信 用 組 合

             理事長     立川　剛人

　当組合は今後、より一層効率的な資金運用に努め、魅力のある商品を開発し提供させていただくこ

とが必要不可欠と考えております。

　こういう環境下で当組合は次のような業績を収める事ができました。
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